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オイルダンパーと変形制御機構を併用した 

大振幅地震動に対する既存超高層建物の制振改修設計法 
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It has been predicted recently that the Nankai Trough Earthquake will cause extreme ground motion. The earthquake brings possibility of great damaging the 

existing super tall buildings in the metropolitan cities of Japan. As a mitigating strategy, seismic retrofitting using damper is commonly used to improve the 

structural performance of the existing super tall buildings against the earthquake. Frequently, installation of dampers is restricted by the existing building 

configuration, and an effective design method for this matter has not been studied extensively. Furthermore, when using oil dampers for retrofitting, there may 

be the cases that sufficient damping effect cannot be obtained in terms of displacement control. The authors address the above-mentioned issues by proposing 

a design method to determine optimal damper arrangement and investigating the application of displacement controller (gap brace) which exhibits rigidity after 

a certain displacement. A member-to-member model of an existing super tall building was used in this study. Finally, a design method was proposed using the 

combination of oil dampers and gap braces. 
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1. はじめに 

1.1 背景 

近年，南海トラフ地震による長周期地震動 1)や直下型地震動など

の大振幅地震動 2)の発生が予測されており，超高層建物への被害が

懸念されている。大振幅地震動は，これまでの設計レベルを大きく

上回るため，既存超高層建物においても大振幅地震動に対する耐震

性を検証することが望ましく，場合によっては改修が必要となる．

既存建物の改修には，耐震・免震・制振改修が考えられるが，耐震

改修による建物の短周期化は建物への入力エネルギーの増大の恐れ

がある．一方，免震改修による建物の長周期化は，長周期地震動の

影響を受けるほか，免震層の後付け施工が大規模となるため，容易

ではない．そこで，固有周期を変化させることなく，大振幅地震動

に備えるため，制振ダンパーを用いた制振改修がよく検討される 3)-

5)．しかし，新築と対比して，既存建物の場合には建築計画や周辺部

材の耐力の変更が難しいなどの制約条件が多く，設計者の定めるク

ライテリアを満足する制振設計ができない恐れがある．そこで，設

置位置が限定された状況でも高い変形制御効果を発揮する機構が求

められる． 

オイルダンパーによる制振設計は，笠井・西村 6)により，建物の

層剛性に対して比例的にオイルダンパーを配置する手法が提案され，

文献 7)にも採用されている．その後，笠井・伊藤 8)により，建物の

剛性分布を考慮した等価剛性調節法による設計手法が提案されてい

るが，これらの設計法は新築を想定したダンパーの設置位置に対す

る自由度の高い手法となっている． 

大振幅地震動のときにのみフェイルセーフとして作用する変形制

御機構（以降，変形制御機構）と制振ダンパーの併用がこれまで数

多く検討されている．川股・佐藤 9)は，制振ダンパーと変形制御機

構を設置し，小変形には制振構造，大変形時には変形制御機構が作

用してブレース構造となる機構を提案した．3 層フレームにこの機

構を設置した静的加力実験および振動台加振実験の結果より，変形

制御機構によって最大層間変形角が低減・均一化することを確認し

ており，北村・野村 10)によって 8 層の部材構成モデルによる解析検
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討に展開されている．林・南 11)は，変形制御機構を 50 層せん断モデ

ルに適用し，粘性系ダンパーと併用することで大きな層間変形角低

減効果が得られることを示した．一方，筆者ら 12)は，変形制御機構

を 37 層の部材構成モデルに適用し，その剛性値と変形制御し始め

る変形（以降，ギャップ間隔）をパラメーターとして解析検討を行

った．その中で，変形制御機構は，周辺架構の変形や他層の変形制

御機構の影響により，設計値通りの剛性値やギャップ間隔にならな

いこと確認した．設計値と解析値の誤差を生じさせるこれらの現象

は曲げ変形が卓越する超高層建物の上層部で顕著にみられ，超高層

建物への変形制御機構の適用が容易ではないことも同時に確認した．

一方，変形制御機構の設計法について，井上・本間 13)は 11 層 RC 造

建物を想定したせん断モデルを例に，各層の応答塑性率が目標値よ

りも小さくなるようなダンパーの粘性係数とギャップ間隔を，エネ

ルギー法をもとに簡便に算出する手法を提案した．また，北村・野

村 14)は，1 質点系において，変形制御機構を有する建物モデルの応

答予測を定性的に示している． 

以上のように，オイルダンパーによる制振設計法は制振改修上の

制約条件が考慮されたものはなく，変形制御機構の設計法は超高層

建物の範囲に適用できる設計法は未だ提案されていない． 

1.2 本論文の目的と構成 

本論文の目的は，既存超高層建物に対する制振改修上の制約条件

を考慮したオイルダンパーと変形制御機構（以降，ギャップブレー

ス（図 1））を併用した制振改修設計法の提案である．本手法は，設

置位置制限等の制振改修制約条件を考慮したオイルダンパーによる

制振設計を行うことができる点と部材構成モデルの周辺架構の変形

と超高層建物の顕著な曲げ変形を考慮してオイルダンパーとギャッ

プブレースを併用した制振設計を行うことができる点が，既往研究

と大きく異なる． 

 以下に，本論文の構成を示す．2 章では，検討対象建物モデルと

検討対象地震動の特性および地震動入力時における非制振時の検討

対象建物モデルの地震応答解析結果を示す．3 章では，オイルダン

パーによる制振改修の設計手順とその精度を示す．4 章では，オイ

ルダンパーとギャップブレースを併用した制振設計手順を示し，そ

の設計例と地震応答解析結果を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 非制振時における応答特性 

2.1 解析モデル概要 

 図 2 に文献 15)を参考にした既存超高層想定の建物モデル（以降，

非制振モデル）の軸組図と基準階平面図，表 1 に柱梁断面表を示す．

非制振モデルは，地上 37 階，建物高さ 146.1 m で，平面プランは各

階同一の片コア形式である．長辺方向を X 方向，短辺方向を Y 方向

としており，本論文では，X 方向を検討対象とする．また，図 2 に

示すように，Y3 構面の X4~X7 スパンの高さ方向のみにダンパーや

ブレースが設置可能であると仮定する．梁断面は，最大で H - 

850×350×19×32，最小で H - 700×250×12×19 であり，柱断面は，最大

で□ - 700×700×65×65，最小で□ - 700×700×25×25 であり，柱梁の鋼

種は SM490 としている．これらの各部材の剛性と耐力を個々に設定

する部材構成モデルを用い，RESP-D で解析を行う．なお，合成スラ

ブ効果による剛性増大率 Φ は，梁の曲げ剛性のみを考慮し，14.4 m

スパン梁（G3，G6）を Φ = 1.4，7.2 m スパン梁（G1，G2，G4，G5，

G7）を 2~10 層で Φ = 1.3，11~R 層で Φ = 1.5 としている．さらに，

剛域は梁側および柱側でフェイス長さの 1/2 に統一している．壁荷

重は外周 4 辺大梁上に分布荷重 10 kN/m，積載荷重は建物用途を事

務所と想定した値を使用しており，建物総重量は 514,683 kNである．

以上の条件で設定した非制振モデルの X 方向の固有周期は，1 次

4.82 s，2 次 1.67 s，3 次 0.99 s である． 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3(a)に Ai 分布を用いて静的増分解析を行ったときの X 方向の

層せん断力 Qi と層間変形角 Ri の関係を示す（i：層番号）．図中のプ

ロットは各層の弾性限界を示しているが，全層概ね 1/150 rad.で弾性

限界に達しており，そのときの層間変形角での標準せん断力係数 C0

柱 層 形状 断面 (mm) 梁 層 形状 断面 (mm)

37-31 □ 700×700×28×28 37-31 H 700×350×12×19

30-21 30-21 H 700×350×14×25
20-11 20-11 H 700×350×14×28

10-6 □ 700×700×40×40 10-1 H 850×350×16×28

5-1 □ 700×700×50×50 37-31 H 700×250×12×19

37-31 □ 700×700×28×28 30-21 H 700×250×12×25

30-21 □ 700×700×32×32 20-11 H 700×300×14×25

20-11 □ 700×700×38×38 10-1 H 850×300×16×25

10-6 □ 700×700×45×45 37-31 H 850×350×16×28

5-1 □ 700×700×55×55 30-21

37-31 □ 700×700×28×28 20-11

30-21 10-1
20-11 37-31 H 700×300×12×19
10-6 30-21 H 700×300×12×28
5-1 20-11 H 700×300×16×32

37-31 □ 700×700×28×28 10-1 H 850×300×16×32

30-21 □ 700×700×40×40 37-31 H 700×250×14×22

20-11 □ 700×700×55×55 30-21

10-6 □ 700×700×60×60 20-11

5-1 □ 700×700×65×65 10-1 H 850×350×19×32

37-31 □ 700×700×25×25 37-30 H 850×250×16×25

30-21 29-21
20-11 20-10
10-6 9-1 H 850×350×16×28
5-1 37-30 H 700×250×14×22

小梁 スパン 形状 断面 (mm) 29-21
B1 7.2 m H 400×200×8×13 20-10
B2 14.4 m H 700×300×16×36 9-1 H 850×350×16×28

G5

850×350×16×25H

G6

G7

H 850×250×16×28

H 850×350×19×32

850×350×16×25H

□ 700×700×36×36

□

□

G1

G2

G3

G4

□

□

700×700×36×36

700×700×40×40

700×700×36×36

700×700×40×40

C1

C2

C3

C4

C5

表 1 柱梁断面リスト 

Z

X

(a) 軸組図（Y3） (b) 平面図 

図 2 検討対象モデル概要 
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図 1 ギャップブレース概念図 
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は 0.3~0.4 であることがわかる．また，図 3(b)に非制振モデルの 1 層

の層せん断力（ベースシア）Qb，ベースシア係数 Cb，設計用 1 次固

有周期 T1，層間変形 δおよび層間変形角 R を表す．なお，図 3(b)中

で添え字 y は弾性限界時，添え字 u は終局状態時（Ri≧1/50 rad.）を

表し，最初に弾性限界に達する 13 層および終局状態に達する 11 層

（弾性限界層と終局層）とそのときの上記の値を示しているが，み

かけの C0 が，弾性限界層で Cby・T1 = 0.348，終局層で Cby・T1 = 0.468

であり，C0 = 0.2 の水平地震力に対して，耐力に余裕があることがわ

かる（付録 A）． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 入力地震動概要 

本研究では，レベル 2 標準波である El centro 1940 NS，Hachinohe 

1968 NS および Taft 1952 EW，レベル 2 告示波である ART HACHI

（十勝沖地震位相 1968 EW），ART KOBE（兵庫県南部地震位相 1995 

NS）および ART RANDOM（ランダム位相），大阪地方の基整促波の

である OS2 と OS3 の，それぞれのある地盤増幅を考慮した地震動

について検討を行った．以降，地盤増幅を考慮した地震動名の末尾

には-T を記す．本論文では，特に変位応答が大きくなった地震動で

ある ART KOBE-T と OS2-T を用いて検討を行う．図 4(a)，(b)に OS2-

T，OS2，ART KOBE-T および ART KOBE の加速度波形，図 5(a)-(c)

にそれらの変位，速度および加速度応答スペクトルを示し，図 5 中

には非制振モデルの X 方向の 1~3 次の固有周期を併記する．図 4 に

示すように，地盤増幅考慮前の地震動（OS2，ART KOBE）よりも地

盤増幅考慮後の地震動（OS2-T，ART KOBE-T）のほうが最大加速度

が小さくなっている．一方で，図 5 より，地盤増幅考慮前の地震動

（OS2，ART KOBE）よりも地盤増幅考慮後の地震動（OS2-T，ART 

KOBE-T）のほうが，3 種の応答スペクトルのすべての 1.0~5.0 s の

周期帯で値が大きくなっており，特に 1.0~2.0 s での増幅が大きいこ

とがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 地震応答解析（非制振） 

 本節では，非制振モデルに OS2-T と ART KOBE-T を入力したと

きの弾塑性解析の応答を検討する。主架構の初期減衰定数 0 は 1 次

の固有周期に対して 2 %となる初期剛性比例で与えられ，解析刻み

Δt は 0.01 s とした。 

 図 6(a)，(b)に OS2-T と ART KOBE-T 入力時の最大層間変形角

max,iR と最大加速度 max,iA の高さ方向分布を示す（以後，添え字「max」

で最大値を表す）．図 6(a) より，OS2-T と ART KOBE-T の応答スペ

クトル（図 5）の概形が似ているにも関わらず， max,iR は OS2-T では

13 層付近，ART KOBE-T では 23 層付近で大きな値となり，異なる

変形分布になることがわかる。なお，両地震動入力時とも，多層に

おいて max,iR が 0.01 rad.を超えており，主架構の塑性化が確認されて

いる．また，図 6(b)より，Ai は上層で 400 cm/s2 以上となった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4 モード解析による最大層間変形角高さ方向分布に関する考察 

OS2-T と ART KOBE-T の最大層間変形角 max,iR が大きく異なった

（図 6(a)）理由をモード解析により分析する．そのため，本節では

主架構を弾性とする． 

 図 7 に非制振モデルの X 方向の刺激関数 βjφi, j と層間成分の刺激

関数 βj Δφi, j を示す．ここに，j = モード番号，βj = 刺激係数，φi, j = 

モード変位，Δφi, j =φi, j - φi-1, j = モード変位の層間成分（φ0, j = 0）

である．また，図 8 にモード解析における OS2-T と ART KOBE-T 入

力時の 13 層および 23 層の各モードの層間変形（βj Δφi,j と j 次モー

ド一般化変位時刻歴の積）の最大値付近を示す．図 8 に示すように，

OS2-Tでは 1次モードが卓越しているのに対し，ART KOBE-Tでは，

1 次~3 次の最大に近い応答が同時刻に生じており，特に 1 次モード

と 2 次モードの変形の寄与率が建物全体の応答に対して大きい．そ

のため，非制振モデルの OS2-T 入力時では 1 次モードによる影響で

13 層付近に，ART KOBE-T 入力時では 1 次モードと 2 次モードの影

響により 23 層付近に大きな max,iR が生じたと考えられる．なお，主

架構弾性時の非制振モデルの max,iR の高さ方向分布は，概ね図 6 と

Ri = 1/150 

図 3 静的増分解析結果（X 方向） 

弾性限界層 13 終局層 11

Qby (kN) 37201 Qbu (kN) 48474

Cby 0.072 Cbu 0.094

Cby・T1 0.348 Cbu・T1 0.468

δy (mm) 27.3 δu (mm) 78

Ry (rad.) 0.007 Ru (rad.) 0.02

C0 = 0.4 

C0 = 0.3 

C0 = 0.2 

C0 = 0.1 

(a) 層せん断力‐層間変形角関係 (b) 静的増分解析結果詳細 

弾性限界 

図 4 加速度波形 

(a) OS2-T と OS2 

最大加速度 : 204.6 cm/s2（OS2-T），250.2 cm/s2（OS2）

(b) ART KOBE と ART KOBE-T 

最大加速度 : 258.2 cm/s2（ART KOBE-T）
482.2 cm/s2（ART KOBE） 

(a) 最大層間変形角 (b) 最大加速度

図 6 最大応答値（非制振） 

Ri = 0.01 rad. 

(a) 変位応答 (b) 速度応答 (c) 加速度応答

図 5 応答スペクトル（減衰定数：0.05）



4 
 

同じであることを確認している．本節で示すように，超高層建物の

場合，高次モードの固有周期が長いため，高次モードが変位応答に

与える影響は大きい．よって，既存超高層建物に対して制振改修を

行う場合，高次モードの影響を考慮した改修を行う必要がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. オイルダンパーによる制振改修 

 本章では，笠井らのオイルダンパー設計法 8)を，制振改修の制約

条件つまりダンパーの設置位置制限を考慮できるように拡張し，前

章で示した非制振モデルを用いて本設計法の精度を検証する． 

3.1 1 質点系制振構造の動的特性 

3.1.1 オイルダンパーをもつ 1 質点系定常応答 

 図 9 に粘性要素，付加系，システムの荷重－変形関係を示す．笠

井らの研究たとえば 16)で用いられている符号定義を踏襲し，図 9 中の

ゼロ変形時の力（白丸）を最大変形で除した損失剛性 dK  ，最大変形

時の力（黒丸）を最大変形で除した貯蔵剛性 dK  と定義する．オイル

ダンパーはダンパー内部剛性 dK をもつ弾性バネと粘性要素の直列

結合で表される．これらの要素と直列に接続された取り付けブレー

ス剛性 bK をもつバネを合わせて付加系と呼ぶ（図 9(b)）．また，ダ

ンパー内部剛性 dK をもつ弾性バネと取り付けブレース剛性 bK を

もつバネの直列結合体を等価支持材，その剛性を等価支持材剛性

*
bK と呼ぶ．付加系における粘性要素のエネルギー吸収効率を示す

支持材変形比  は次式のように定義される．  

*
b

d

K

K 
  (1) 

なお，上式は， が大きいほど支持材の変形が大きくなり，ダンパ

ーのエネルギー吸収効率が悪くなることを表す． dK  と *
bK は次式で

表される． 

bdf

bdf

bd

bd
bfdd KK

KK

KK

KK
KCK










)(

)(
*




 　，　  (2a,b) 

ここに，
dC は粘性係数， f は建物モデルの固有円振動数，  は内

部剛性比である．また，付加系の貯蔵剛性 aK と損失剛性 aK  は次式

で表される 16)． 

dada KKKK 






22 1

1
,

1 


 (3a,b) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.2 制振構造の等価線形化 

図 10 にリリーフ付きのオイルダンパーの力 dF －速度 du 関係と

その等価線形化後の dF － du 関係を示す． dC は，リリーフ荷重 dyF

以 上 で dCp に 低 下 し ， こ の と き の 速 度 を リ リ ー フ 速 度

)( ddydy CFu  と呼ぶ．ここで，p は二次粘性比である．任意の円振

動数  を考慮し，最大振幅 max,du を dyF 時の振幅 )( dydy uu  で除し

たものをリリーフ率 d と定義する 16)．文献 17)では，バイリニア粘

性要素を図 10 に示す骨格曲線で囲まれる面積が等しい，すなわち

エネルギーが等しいという関係で等価なリニア粘性要素に置換すれ

ば，地震入力に対しそれぞれの要素をもつ両制振構造の層間変形角

や粘性要素変形の最大値がほぼ等しくなることが示されている．そ

のときのバイリニア要素の pC dd ,,  と等価なリニア要素の粘性係

数 dLC の関係は，バイリニア時の面積（エネルギー）を S1，リニア

化後の面積（エネルギー）を S2とすれば，面積等価の関係から次式

が得られる（以後，添え字「L」で等価なリニア値を表す）17)． 

max,max,max,max,max,max, 2

1
)(

2

1
dLdLddydddyd FuFuFuFu    (4) 

式(4)を変形し，次式を得る． 

d

dL
d

ddd

dL

K

K
pf

pp
p

C

C









 ),(
1)1(2

2



 (5) 

上式をもとに，等価リニアシステムにおける，等価支持材変形比 L ，

付加系の貯蔵剛性比 aLK および損失剛性比 aLK  は，次式で表される． 

 d
b

dL
L pf

K

K
 ,

*



  (6) 

),(
1

1
),(

1 22 d
f

d

Lf

aL
d

f

d

L

L

f

aL pf
K

K

K

K
pf

K

K

K

K 





















　，　    (7a,b) 

 

 

 

 

 

 

(a) 粘性要素 (b) 付加系 (c) システム 

図 9 荷重－変形関係（オイルダンパー） 

Cd, Fdy, p Kd, Cd, Fdy, p
Kb

*
, Cd, Fdy, p

Kf

Fd

ud ua

Fa F

u

Fd,max

ud,max

Fa,max

ua,max

Fmax

umax

maxd,d uK  maxa,a uK 
maxuK 

aK

K
*
bK

Kb

S1

dyu
du

maxd,u
dC

dCp 

dF

dyF
maxd,F

図 10 オイルダンパーの等価線形化 

21 SS 

dd ωuu 

dydmaxdL,maxd, uμuu  
S2

dFmaxdL,F

dLC

maxdL,u
du

図 7 刺激関数 
(a) 相対成分 (b) 層間成分 

1 次 
3 次 

2 次 

1 次 

2 次 

3 次 

最大値（2 次モード変形） 

(a) OS2-T（13 層，最大値付近） 

層間変形 1次モード変形 2次モード変形 3次モード変形

図 8 層間変形の時刻歴（モード解析） 

(b) ART KOBE-T（23 層，最大値付近） 

最大値（層間変形） 

最大値（層間変形） 

最大値（1 次モード変形） 

最大値（1 次モード変形） 
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次に，上記の等価線形化を行ったシステムの等価減衰定数 eqL を次

式より得る． 

eqLeqL   8.00  (8) 

ここに， 0 は主架構の初期減衰定数， eqL  は等価リニアシステムに

おけるオイルダンパーにより付加される等価減衰定数であり，次式

で表される 18),19)． 

)1(2 faL

faL
eqL KK

KK




  (9) 

なお， eqL  は，次式で表される等価リニアシステム周期 eqLT と一致す

る正弦波外乱を受けた場合の，定常状態における減衰定数の理論値

である 18),19)． 

faL
feqL KK

TT



1

1
 (10) 

しかし，ランダムな外乱においては， eqLT 以外の成分も含まれてお

り，実際の eqL  は理論値よりも低下する．式(8)中の 0.8 はその低減

率を表している 19)． 

3.2 オイルダンパーによる制振設計手順 

 本論文で提案するオイルダンパーによる制振設計は既往手法を拡

張させるものであるため，既往手法と手順は同じである．以下にオ

イルダンパーによる制振設計手順を示す 7)． 

STEP1. 検討対象建物の諸元の設定 

STEP2. 層間変形角の算定（非制振） 

STEP3. 目標層間変形角の設定 

STEP4. 1 質点系での必要ダンパー量の算定 

STEP5. 多質点系への必要ダンパー量の分配 

STEP6. 各層のダンパー諸元の決定 

 本論文で新たに提案するのは，STEP5.の 1 質点系から多質点系に

ダンパーを分配する式であり，文献 8)の層剛性非比例分配式にダン

パー設置制限の制約条件を反映させることを試みる（3.4 節）．さら

に高次モードによる影響を考慮するため（2.4 節），設計用外力分布

に，非制振モデルに OS2-T と ART KOBE-T 入力時の最大層せん断

力の包絡線を使用する（3.5 節）． 

3.3 1 質点系での必要ダンパー量の算定（STEP4） 

文献 6)を参考に，性能曲線を用いて 1 質点系制振構造の 1 次損失

剛性比 fd KK  （Kf  = 主架構の剛性）と等価リニアシステムにおけ

る等価減衰定数 eqL を求める．層間変形角 θf は，1 次モードが直線

である仮定して，設計対象とする地震動の変位応答スペクトル Sd か

ら算出される．なお，制振構造での目標層間変形角 θmaxは 1/100 rad.

とした（STEP3.）．さらに，非制振モデルの ART KOBE-T に対する

高次モードの応答を抑えるために， eq は θmax = 1/125 rad.として算定

し， fd KK  の値を増大させた．本検討では， 0.2fb KK ，粘性要素

のリリーフ率 μd = 2.0，2 次粘性比 p = 0.02，ダンパー内部剛性比 β = 

4.5 ， 主 架 構 の 初 期 減 衰 定 数 02.00 お よ び 変 位 低 減 率

52.0max  fdR  を与えて，性能曲線（図 11）より 336.0 fd KK を

得た．なお，図中の Ra はせん断力低減率である 7)．さらに，式(9)に

式 (7a,b)を代入して得られる式に， 336.0 fd KK を代入し，

103.0eqL を得た．  

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 制振改修制約を考慮した多質点系への分配法 

本節では，本論文で提案する分配式を用いて，前節で算出された

1 質点系の 1 次損失剛性比 fd KK  を多質点系に分配し，必要ダンパ

ー量 diK  を算定する．このときの拘束条件は，a) 目標層間変形角 θmax

での 1 質点系と等価リニアシステムにおける多質点系の制振構造の

等価減衰定数 eqL が等しいこと，b) diK  を非比例分配する層につい

て，θmax での各層の付加系の貯蔵剛性 aLiK と主架構の剛性 fiK の和に，

層間変形 hiθmax をかけて得た層せん断力がシステムに生じる層せん

断力 Qi に比例することである．ここに， ih は階高である．また，粘

性要素と付加系要素の力が常に等しいことから，次式のリニア挙動

の各振幅の関係を得る 16)． 

)1(
1

1
2

max,

max,

max,

max, 


 d
ay

dy

ay

dy

a

d

a

d

u

u

u

u

u

u

u

u









 (11) 

本論文では，Y3 構面の X4-X7 スパンの高さ方向にのみダンパー

が設置できるという制限を設けるために，設計者が指定できる任意

のダンパー量 op,diK  を考える． op,diK  ，前述の拘束条件 a)および式(11)

より次式を得る． 












B ifiaLiA ifiaL

B LidLiA LidL

LfaL

LLdL

hKKhKK

hKhK

uKK

uK

})(){(2})(){(2

})1()({})1()({

)(2

)1(

2
max

2
maxop,

22
max

22
maxop,

2
max,

22
max,







 (12) 

ここに，ΣA：任意のダンパー量を指定する層の総和ダンパー量を層

剛性非比例分配法により算出する層の総和，ΣB：ダンパー量を層剛

性非比例分配法により算出する層の総和を表す． 

式(12)を， )( faLdL KKK  について解き，次式を得る． 

22
op,

22
op,

)()(

)()(

iB fiaLiiA fiaL

B idLiA idL

faL

dL

hKKhKK

hKhK

KK

K












 (13) 

ここで，式(3a)より， aLK  と aLiK  を次式で得る． 

dLi
L

L
aLidL

L

L
aL KKKK 







22 11 





，  (14a,b) 

同様に，式(3a)より，次式が成立する． 

op,2op, 1 dL
L

L
aL KK 







 (15) 

式(13)に式(14a)と式(15)を代入して，次式を得る． 










N

i
ifi

B idLiA idL

f

dL

hK

hKhK

K

K

1

2

22
op,

)(

)()(
 (16) 

 

0.5 

1 3 
5 

Kb/Kf
 

10 5 3 2 1 

10 

0.4 0.3 

 

図 11 性能曲線（リリーフ率：2.0）
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また，拘束条件 b)より，次式を得る． 










B ifiaLi

B ii

ifiaLi

ii

hKK

hQ

hKK

hQ
22max )()(

  (17) 

式(17)の中辺と右辺の関係式に式(14b)と式(16)を代入して， dLiK  につ

いて解き，次式を得る． 

fi
L

L

B ii

B ifi

i

i

L

L

B ii

A idL

B ii

N

i
ifi

f

dL

i

i
dLi

K
hQ

hK

h

Q

hQ

hK

hQ

hK

K

K

h

Q
K















































 222

2
op,1

2

1)(1

)(

)(

)(

 (18) 

最終的に，式(6)を式(18)に代入することで，ダンパー設置位置の制

限を考慮した場合の diK  が次式より得られる． 

fiA B ifiidi

N

i
ifi

f

d

B iii

i
di KΛhKΛhKhK

K

K

hQh

Q
K 
















   

)()()( 22
op,

1

2  

  2,

1

dpf
Λ


   (19a,b) 

本設計法は，以下の手順で計算を繰り返し，最終的なダンパー配

置を得る．  

1)  式(19)を用いて，全層に対して diK  を算定する（ΣA = 0）． 

2)  0diK の層がある場合，当該層を op,didi KK  とし， 0op, diK を

与えて，式(19)を用いて他層の diK  を再計算する． 

3)  設置可能な diK  を超える層がある場合，当該層を op,didi KK  と

し，最も大きな値が算出された層に対し max,op, didi KK  を与え

て，式(19)を用いて他層の diK  を再計算する．このとき， op,diK 

は次式で得られる（附録 C）． 

 
fdyi

didyi
di u

NF
K






cos
op,                            (20) 

ここに， dyiF はリリーフ荷重， diN は設置ダンパー数， dyiu は

リリーフ速度， f は主架構の円振動数である．なお， max,diK 

は設置上限ダンパー量を表し， max,diN により算出される．  

4)  max,didi KK  となるまで，手順 3)を繰り返し，最終的なダン

パー配置を得る． 

本検討では，手順 1)で下層及び上層のいくつかの層で 0diK とな

った．これは，θmax に対し，各層の Kfi が必要以上に高く，削減が望

ましいことを表す．しかし，制振改修を行う上で， fiK を調整するの

は困難である．また， 0diK となる場合，他層で極めて大きな diK  が

算定されるため，制振改修上現実的でない場合もある．仮に，この

制限のもと文献 8)の手法で diK  を分配する場合， 0diK が算出され

た層の diK  は 0diK とし，他層の diK  は全層一定の割合で max,diK  ま

で減少させることになる．そのため，分配後の多質点系の eqL  と 1

質点系の eqL  が等しくならない．（附録 B）．対して，本手法では，

上記の手順に示すように， op,diK  を考えることで，分配後の多質点系

の eqL  と 1 質点系の eqL  が等しくなる．また，本検討では，1 層と 2

層でも 0diK となったが， 0op,  didi KK として 1 層と 2 層にも diK 

を分配させた． 

このように，本手法は，設計者が状況に応じて特定層のダンパー

を追加・削減しても，それに合わせた op,diK  を当該層に与えて他層の

diK  を再計算することにより，分配後の多質点系の eqL  と 1 質点系

の eqL  を等しくすることができる． 

3.5 本手法を用いたオイルダンパーによる制振改修設計例 

一般に静的な設計用外力分布には，Ai 分布を用いた外力分布（以

降，Ai 分布）が用いられており，既往手法 8)でもその外力分布が用

いられている．しかし，2 章で述べたように，超高層建物の場合，高

次モードの影響を考慮する必要があるが，Ai 分布では厳密には考慮

できない．そこで，非制振モデルの OS2-T および ART KOBE-T の

弾性地震応答解析から得た層せん断力の包絡値（以降，応答解析結

果包絡値）を設計用外力分布として，必要ダンパー量 diK  を分配す

ることを考える．なお，この応答解析結果包絡値は，本研究で用い

た合計 8 波（2.2 節）を非制振モデルに入力したときの最大層せん断

力の包絡値と等しい．  

図 12 に diK  の初期算定値および再分配後の値，図 13 に設計用外

力分布に Ai 分布と応答解析結果包絡値を用いた場合の，各層の基

準化した層剛性 )( max,fifi KK ，層せん断力 )( max,ii QQ およびダン

パー量 )( max,didi KK  とダンパー配置，表 2 に本検討で用いるダンパ

ーの諸元，表 3 に各ダンパー配置の諸元を示す．図 12 に示すよう

に，Ai 分布の場合，13 層付近で大きな diK  が必要とされるのに対し，

応答解析結果包絡値の場合，13 層および 23 層付近で大きな diK  が

必要であると算定された．なお，Ai 分布では 29 層以上，応答解析

結果包絡値では 32 層以上で 0diK が算出されたため，当該層に

0op,  didi KK を与えている．図 13 に示すように，層剛性非比例配

置は max,fifi KK と max,ii QQ に大きな差を生じる層に大きな diK  が分

配されることが特徴であることから，Ai 分布では下層に，応答解析

結果包絡値では上層にダンパーが多く配置される計算結果となった．  

表 3 に多質点系の eqL ，ダンパー本数 Nd，ダンパー軸方向のリリ

ーフ荷重の総和 ΣFdy を示す．いずれの外力分布も 1 質点系の eqL

（=0.103，3.3 節）に対して 1 割程度減少している．これは，理論的

に算出された dyF に対して±20%以内に収まるように表 2 に示す製

品を選定しているためであり（附録 C），その誤差により理論的に算

出された eqL よりも設計された eqL のほうが小さな値となった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) Ai 分布 (b) 地震応答解析結果包絡値 

図 12 ダンパー量算定値 

初期値 分配後 初期値 
分配後 

ダンパー名称 1000kN 1500kN 2000kN

udy(cm/s)

Cd(kN・s/cm) 600 900 1200

p

β

Fdy(kN) 900 1350 1800

1.5

0.0123

4.5

・

表 2 使用するダンパーの諸元 
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3.6 地震応答解析 

 図 14 に各モデルに OS2-T と ART KOBE-T をそれぞれ入力したと

きの最大層間変形角 max,iR ，最大加速度 max,iA および最大層せん断力

max,iQ の高さ方向分布を示す．いずれのモデルも，非制振モデルに

比べ，オイルダンパーを設置することで max,iR と max,iA が低減できてお

り，特に max,iR は，全層にわたって目標層間変形角 max （=1/100 rad）

以内に概ね収まっている．Ai 分布によるダンパー配置の場合，下層

に多くのダンパーが配置されたため，OS2-T に対しては，下層の

max,iR 低減効果は地震応答解析結果包絡値より高く，ART KOBE-T に

対しては上層で 1/100 rad.を超える層が多い．一方，応答解析結果包

絡値によるダンパー配置の場合，上層に多くのダンパーが配置され

たため，ART KOBE-T に対する上層の max,iR 低減効果は Ai 分布に比

べて高く，そのうえ下層でも十分に max,iR を低減できている．また，

max,iA も応答解析結果包絡値のほうが Ai 分布よりも全層にわたって

低減効果が大きく，ダンパー設置による max,iQ の増加は小さい． 

以上より，設計用外力分布に応答解析結果包絡値を用いたダンパ

ー配置は，OS2-T に対してだけでなく高次モードが卓越する ART 

KOBE-T に対しても有効なダンパー配置であるといえ，地震動の特

性によらず，高い制振効果が期待できる．しかし，より制振効果の

高い応答解析結果包絡値であっても，本来必要と算定された diK  に

対して小さな値を与えていることから，ART KOBE-T 入力時の

21~26 層で 1/100 rad.以上の最大層間変形角が生じたと考えられる

（附録 D）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

4. オイルダンパーと変形制御機構を併用した制振改修 

本章では，3 章で示した設計用外力分布に応答解析結果包絡値を

用いたときのオイルダンパーによる制振改修モデル（以下，D モデ

ル）の最大層間変形角 D
iR max, （以降，モデル名称を添え字に用いる）

が目標層間変形角 max （=1/100 rad）を超える層のオイルダンパーを

ギャップブレースに置換することで，より大きな変形制御効果が期

待できる機構の制振設計法を提案する．  

4.1 オイルダンパー＋変形制御機構の設計概要 

図 15 にギャップブレースの部材系，付加系およびシステムの荷

重－変形関係を示す．図中で giF と gaiF は部材系と付加系のギャッ

プブレース水平力である．また，部材系のギャップブレース水平変

形 ghiu と擬似ブレース変形 20),21)の和である gaiu が層間変形 iu と等

しくなる．付加系のギャップブレース水平剛性 gaiK は，部材系のギ

ャップブレースの水平剛性 giK よりも，低くなる．これは，水平バ

ネ系で表せば， giK をもつバネに対して直列に擬似ブレース剛性

20),21) gbsiK をもつバネが接続されているためである． gbsiK は，笠井ら

が提案している状態 NR 法 20),21)により算出される剛性値で，部材構

成モデルから水平バネ系に変換する際に用いる値であり，周辺架構

の変形を考慮するための剛性値である． gbsiK については後述する

（4.3 節）．また，ギャップブレースには層間変形のせん断成分のみが

入力される．そのため，曲げ変形成分が大きくなる中高層部へギャ

ップブレースを設置する際，付加系のギャップ間隔 gahiu は部材系の

ギャップ間隔 ghiu に比べて大きくなり，部材系で設定した水平方向

の剛性がシステムに直接付加されないことに注意されたい．次いで，

図 16 にギャップブレース設計の概念図を示す．図 16 中で， iK1 は静

的増分解析より得られる初期剛性（=主架構の剛性 fiK ）であり， iK2

図 13 ダンパー設計概要 

(2) ダンパー配置 (1) 基準化設計値 

(b) 地震応答解析結果包絡値 

2000 kN

1500 kN

1000 kN

 

 

 

(2) ダンパー配置 (1) 基準化設計値 

(a) Ai 分布 

2000 kN

1500 kN

 

 

 

表 3 各ダンパー配置の諸元 

Ai分布 応答解析結果包絡値

ζeq 0.084 0.086

ΣFdy(kN) 262800 268200

Nd(本) 148 160

(3) 最大層せん断力 (2) 最大加速度 (1) 最大層間変形角 

(a) OS2-T 

応答解析結果包絡値 Ai分布 非制振モデル

図 14 最大応答値（オイルダンパー設置） 

(b) ART KOBE-T 

(3) 最大層せん断力 (2) 最大加速度 (1) 最大層間変形角 

0 0.01 0.02

Ri(rad.)
5

10

15

20

25

30

35
Story

応答解析結果包絡値 Ai分布 非制振モデル
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は，ギャップブレースがシステムに剛性を付加し始めた後の，シス

テムの 2 次剛性である．本論文では，「ギャップブレース設置前後で

最大層間変形発生時の最大層せん断力が同じである」と仮定して目

標層間変形 TuΔ を満たすためのギャップブレースの ghiu と giK を算

定する．つまり，最大層間変形
D
iuΔ max, のときの最大層せん断力

D
iQ max,

（点 A）を TuΔ で満たすような（点 B）ギャップブレースの ghiu と giK

を算定する．オイルダンパーとギャップブレースを併用したモデル

は「BD モデル」と呼ぶこととし，その応答値には添え字にモデル名

称を用いる．
D
iQ max, は主架構とオイルダンパーを合わせた層せん断

力であるのに対して，
BD
iQ max, は主架構とギャップブレースを合わせ

た層せん断力であることに注意されたい．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 オイルダンパー＋変形制御機構の設計手順 

ギャップブレースは設置層の変形制御効果を向上させるが，設置

層に隣接する層や他層の変形とせん断力を増大させる恐れがある．

また，連層でギャップブレースを設置する場合には，得られた gahiu

よりも大きくなる層が出てくるため，結果として設計時に意図した

変形制御効果が得られない場合がある．そのため，ギャップブレー

スの連層配置は必要最小限にとどめ，ギャップブレースがシステム

に剛性を付加し始める前はオイルダンパーによる制振効果を十分に

得られるようにするため，ギャップブレース設置前後でシステムの

減衰定数は等しくすることが望ましい．以下に，オイルダンパーと

ギャップブレースを併用した制振設計法の手順を示す． 

STEP1. オイルダンパーによる制振改修の地震応答解析結果（3.6 

節）より，最大層せん断力 D
iQ max, と最大層間変形 D

iu max,   

を得る． 

STEP2. 目標層間変形 D
iT uΔuΔ max, となる層をギャップブレース      

設置層とする． 

STEP3. ギャップブレース設置予定スパンに対し，状態 NR 法に  

より，擬似ブレース剛性 gbsiK を算出する．  

STEP4. 部材系ギャップ剛性比 figi KK を定め，ギャップブレー 
スの断面 giA を次式から得る． 

gigi

gigi
gi N

LK
A

2cosE
  (21) 

     ここに，E はヤング係数， giN はギャップブレース本数 

     gi はギャップブレース取付角度， giL はギャップブレ

ース長さである． 

STEP5. STEP3.で得た gbsiK を用いて，システムの 2 次剛性 gaiK を 

次式から得る． 

gbsigi

gbsigi
gai KK

KK
K




  (22) 

STEP6. STEP.5 で得た gaiK を用いて， iK2 を次式から得る． 

gaifigaiii KKKKK  12  (23) 

STEP7. TuΔ と D
iQ max, を通る傾き iK2 の直線と，原点を通る傾き 

iK1 （=主架構の剛性 fiK ）の直線との交点を次式から求

め，その変形を gahiu とする． 

   
ii

iti
gahi KK

QuΔK
u

21

max,2




  (24) 

STEP8. 状態 N のときの層間変形に対するダンパー変形の比（以 

降，骨組特性値 N ）を用いて，部材系のギャップ間 

ghiu を次式から得る． 

gahiNghi uu   (25) 

なお，設計されたギャップブレースのうちで，最も小さ 

い ghiu となるギャップブレースを設置予定層の全てに適 

用する．また，最小値が 0ghiu となる場合には，STEP4. 

に戻り， figi KK を増加させる． 

STEP9. STEP4.と STEP8.より得られる giA と ghiu を満たすギャッ 

プブレースを設置予定スパンに設置する．なお，設置位 

置にオイルダンパーが設置されている場合，ギャップブ 

レースと交換し，取り外したオイルダンパーは 3.4 節に 

従い再分配する． 

4.3 状態 NR 法による擬似ブレース剛性と骨組特性値の算出 

状態 NR 法 20)，21)は部材構成モデルを水平バネ系に置換するため

に提案されている手法である．「ダンパー剛性がゼロの状態」である

状態 N（No-damper）と「ダンパー剛性が無限大」である状態 R（Rigid-

damper）を作成し，それぞれの状態の静的増分解析で得られる変形

と荷重をもとにダンパー諸元によらない N をはじめとした骨組特

性値 20)，21)を算出し，擬似ブレース剛性 gbsiK を算定する．本論文で

は，簡便のため，状態 N のときに設置するブレースを「N ブレース」，

状態 R のときに設置するブレースを「R ブレース」と呼ぶ．既往研

究 20),21)では，状態 NR 法で対象とした制振ダンパーは 1 種であり，

N ブレースと R ブレースの設置位置は全層を想定していた．一方，

本論文で検討する機構は，オイルダンパーとギャップブレースを併

用した混合機構であり，さらにギャップブレースは局所的に設置す

ることを想定している．そのために，既往の状態 NR 法を拡張して

適用する必要がある． 

 図 17(a)に状態 NR 法の概念図，図 17(b)に STEP2.で得られた層に

ギャップブレースを設置したオイルダンパー＋ギャップブレース配

図 16 ギャップブレース設計概念 

静的荷重増分解析結果（ギャップブレースなし）

Qi

Δui

Qi,max

Δui,maxΔuTugahi

AB

K2i = K1i + Kgai

Kgai
K1i = Kfi

図 15 荷重－変形関係（ギャップブレース） 

(a) 部材系 (b) 付加系 (c) システム 

giKghiu giKgahiu
gbsiK

gaiK

gaiK

gahiu

fiK

giu

giF gaiF

gaiu
iΔu

iQ

gahiughiu gahiu
gaiK

1iK
2iK

giK
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置，図 17(c)に状態 N/R 時の N/R ブレース配置を示す．図 17(a)に示

すように，状態 NR 法とは，ダンパー剛性が無限大になる瞬間（点

R（状態 R 時））とダンパー剛性が 0 になる瞬間（点 N（状態 N 時））

の状態を評価するものである．一般に，オイルダンパーについて，

等価支持材剛性 *
bK が十分に大きければ，粘性要素の変形効率があ

がる．本論文で使用するリリーフ付きのオイルダンパーは，変形が

増大するほど等価リニアシステムの粘性係数 dLC が低減するため

（3.1.2 項），結果として付加系の貯蔵剛性 aK  が低減する（式(3a)）．

一方，ギャップブレースは，ある変形以降で剛性を発揮し始める部

材であるため，大変形時に付加系の剛性 gaK が大きくなる．つまり，

オイルダンパーとギャップブレースでは，状態 R が発生するタイミ

ングが異なるため，ギャップブレース設置予定層の gbsiK や Ni は，

周辺のオイルダンパーの影響を無視できると仮定し，状態 NR 法に

より算出する．表 4 に上記の仮定のもと状態 NR 法より得られた

gbsiK と N を示す．表に示すように， gbsiK は上層にいくにつれて

小さくなり， figbsi KK は 0.20~0.39 程度とやや小さめの値となった．

また， N は 21~26 層では 0.96~0.97 と全層概ね同じ値となった．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.4 設計法の精度検証 

4.4.1 静的増分解析結果と設計法の比較 

 本項では，4.2 節の設計手順に従い， 0.3,0.1,5.0figi KK の 3

通りの設計を行い，その結果を静的増分解析により得られる

igai KK 2, および gahiu と比較する．本項中では，本手法による設計値

に”D”，静的増分解析により得られる値に”SA”と添え字をつけて表

す．なお，静的増分解析時に用いる外力分布は，2.1 節で用いた外力

分布と同じく，Ai 分布に基づくものである． 

表 5 に設計値一覧，図 18 に iK 2 と gaiK の設計値と静的増分解析結

果との比率を示す．4.2 節より，各剛性比で算出されたうちで最も小

さいギャップ間隔 ghiu であった 24層の ghiu をもつギャップブレース

を，設置予定層の全層に設置している．なお，本項における解析は，

主架構を弾性とした．図 18(a)，(b)より，
D
iK2 は

SA
iK2 とほぼ一致して

いるのに対して，
D
gaiK は，

SA
gaiK に比べて，すべての figi KK で小さ

くなる．これは，石井ら 22)が言及しているように，剛性をもつダン

パーを付加した場合には主架構の負担せん断力は低下するが，状態

NR 法では， fiK は変化しないものとして付加系の疑似ダンパーを調

整していることによる．本設計法も， gahiu 以降も fiK が低下しないと

仮定しているため，システム全体の負担せん断力は変わらないが，

その内訳が変わる（図 18(c)）．つまり，設計値と比べて，実際のギ

ャップブレースの負担せん断力が大きくなるため，ギャップブレー

ス断面算定の際はこの現象を考慮した安全率を設定する必要がある． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 に
D
gahiu と SA

gahiu の比較検討を示す．図 19(a)より，
D
gahiu は 21 層

や 22 層の設置層の下層部は精度よく一致しているが，上層にいく

につれて誤差が大きくなっている．また，図 19(b)に 0.1figi KK の

ときのギャップブレースの実効変形比 gi を示す． gi は次式であら

わされる． 

gai

gi

i

gi
gi u

u

u

u



  (26) 

上式は， ghigi uu 0 の範囲では，変形がギャップ間隔内であるた

め，ギャップブレースは抵抗力を発揮しない．つまり，この範囲で

の gi は，前述の骨組特性値 N と同値である．図 19(b)に示すよう

に，設置層中で最初に効き始める 22 層のギャップブレースの影響

で，他層の gi が減少していることがわかる．つまり，剛性を発揮し

たギャップブレースの影響で，剛性を発揮していない他層の gahiu が

遅延している．この現象は，ギャップブレースが他層の曲げ変形を

増大させていることによると考えられる．この現象を考慮し，本設

計法では，設置予定層で算出された ghiu の中の最小値をもつギャッ

プブレースを設置予定層の全てに設置することとしている．また，

本研究で，連層で設置する層数を多くすると，上記の gahiu 遅延が顕

表 4 擬似ブレース剛性 Kgbsiと骨組剛性値 αNの一覧

層 Kgbsi [kN/cm] Kgbsi/Kfi [－] αN [−]

26 2018 0.203 0.962
25 2097 0.209 0.964
24 2305 0.228 0.967
23 2702 0.265 0.969
22 3343 0.323 0.972
21 4181 0.389 0.972

表 5 ギャップブレース設計値一覧

K1i(Kfi) KD
gai KD

2i uD
gahi uD

ghi

(kN/cm) (kN/cm) (kN/cm) (cm) (cm)
26 9927 1435 11362 1.8897
25 10008 1478 11485 1.2451
24 10089 1582 11671 0.9513
23 10187 1766 11952 1.0543
22 10351 2031 12382 1.5253
21 10737 2351 13087 2.3964
26 9927 1677 11604 2.1802
25 10008 1733 11741 1.6371
24 10089 1876 11965 1.4137
23 10187 2136 12322 1.5475
22 10351 2527 12878 1.9913
21 10737 3009 13746 2.7256
26 9927 1890 11817 2.3739
25 10008 1960 11968 1.8984
24 10089 2142 12231 1.7220
23 10187 2483 12669 1.8763
22 10351 3018 13369 2.3019
21 10737 3701 14438 2.9451

0.5

1

3
1.625

(1/240 rad.)

1.3448
(1/290 rad.)

0.907
(1/430 rad.)

Kgi/Kfi 層

Fd

ud

点R

点N

(c) N/Rブレース
  の配置 

(a) 状態 N/R の概念図 (b) オイルダンパー 
  とギャップブレース 
  の配置 

図 17 状態 NR 法の概要 

オイルダンパー 

ギャップブレース 

N ブレース
or 

R ブレース 

(b) ギャップブレース 
剛性比（付加系） 

(a) 2 次剛性比
（システム）

(c) 設計値と
解析値の概要 

SA
2i

D
2i

K

K
SA
gai

D
gai

K

K

図 18 ギャップブレース設計静的精度検証

Kgi/Kfi = 0.5 Kgi/Kfi = 1.0 Kgi/Kfi = 3.0

Qi

Δui
ugahi

1iK

SA
gaiK

2iK
D
gai

SA
gai KK 

D
gaiK

D
2i

SA
2i KK 

ΔF

ΔF
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著になることを確認しており，同じ ghiu をもつギャップブレースを

設置する場合は，設置層を最小限に抑えることが望ましい． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.4.2 動的解析結果による設計法の検証 

 本項では，前項で設計した BD モデルに ART KOBE-T を入力した

ときの最大層間変形角 BD
iR max, ，最大加速度 BD

iA max, およびシステムの最

大層せん断力 BD
iQ max, を検証する．動的解析（入力地震動：ART KOBE-

T，弾塑性解析）から得られる igai KK 2, および gahiu と表 5 で示した

設計値を比較する．なお，本項中では，動的解析により得られる値

に”DA”，の添え字をつけて表す．また，地震応答解析については，

ギャップブレースの力学特性を考慮し，非制振モデルや D モデルの

ときより解析刻みを細かくし，Δt = 0.001 s とする． 

 図 20 に 4.2 節の設計手順に従って設計された BD モデルの概要を

示す．21~26 層について，中央スパンにはダンパーに代えてギャッ

プブレースを設置するため，手順 3)の式(20)より，リリーフ荷重

1800dyiF  kN，リリーフ速度 5.1dyiu  cm/s およびダンパー数

4diN を与え，任意の必要ダンパー量 4400op, diK kN/cm を得た．

この op,diK  をもとに各層の必要ダンパー量 diK  を再計算させて新た

なダンパー配置を作成した結果，3~8 層に 21~26 層から取り除いた

分の diK  が分配された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 に設計された BD モデルに ART KOBE-T を入力したときの

BD
iR max, ， BD

iA max, および BD
iQ max, ，図 22 に弾塑性解析時の荷重‐変形関係

の設計値と解析値の比較を示す．図 21(a)より，いずれの設計でも，

概ね TuΔ に相当する層間変形角である 1/100 rad.以内に BD
iR max, が収ま

ることがわかるが，ギャップブレース設置層直下の 15 層付近の

BD
iR max, が増大している．これは，ギャップブレースの特徴である設置

層の変形低減効果と他層への変形増大効果であるが，剛性比が大き

いほどそれらの程度が大きいこともわかる．図 21(b),(c)より，本論

文の検討対象モデルに関して，オイルダンパーとギャップブレース

を併用した機構が，設置層の BD
iR max, 低減効果を発揮しながら，設置層

の BD
iA max, と BD

iQ max, は増大させない機構であることがわかる． BD
iQ max, と

D
iQ max, がほとんど一致するのは，本設計法ではギャップブレース設

置前後で負担層せん断力が変わらないと仮定しているからである．

BD
iA max, 増大の程度が小さいことに関しては次節で考察する．また，図

22 より，すべての剛性比で，
D
iK2 と

DA
iK2 の誤差が小さいことがわか

る．これにより，主架構を弾性と仮定した本設計法が，塑性率の小

さな範囲においては，妥当なものであると判断できる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.5 最大加速度に関する考察 

 ギャップブレースはある変形以降で剛性を発揮する部材であるた

め，最大加速度 max,iA に関して， BD
iA max, は D

iA max, に比べて非常に大き

な値になると予想されたが 9)，前節でその増大の程度は小さいこと

がわかった．そこで本節では， max,iA 増大の程度が小さい理由を加速

度時刻歴により考察する．図 23 に 0.3figi KK の BD モデルに ART 

KOBE-T を入力したときの 24~26 層の最大値付近のシステムの加速

度時刻歴（図中の左軸）とギャップブレースの水平力 giF の時刻歴

（図中の右軸）を示す．なお，▽はその層の最大値を生じる点であ

る．図より，各層ギャップブレースが作用している時刻で，システ

ムの加速度が増大していることがわかり，25 層の BD
iA は，同層中の

ギャップブレースが剛性を発揮し始める点で加速度が増大し，その

点が BD
iA max, になる．このギャップブレースによる加速度上昇は全ての

ギャップブレース設置層でみられるが，ギャップブレースの水平力

の上昇が漸次的であるため，急激な加速度増大にはならなかったと

考えられる．また，25 層のギャップブレースの衝撃は 26 層に伝播

していることもわかる．26 層について，25 層のギャップブレースの

衝撃が 26 層に伝播した影響で BDA26 が増大し，その値が BDA max,26 になっ

た．なお，21~24 層の BD
iA はギャップブレースが剛性を発揮してい

ない時刻で最大値を生じることを確認している． 

 以上のように，ギャップブレースの水平力の上昇が漸次的である

ことと，最大加速度が他層のギャップブレースの衝撃伝播によるも

(a) Kgi/Kfi = 0.5 (b) Kgi/Kfi = 1.0 (c) Kgi/Kfi = 3.0 

解析値 設計値

図 22 主架構＋ギャップブレースの荷重－変形関係（24 層）
（入力地震動：ARTKOBE-T，Kgi/Kfi=0.5，1.0，3.0） 

図 19 付加系ギャップ間隔の比較検討 

SA
gai

D
gai

u

u

(a) ギャップ間隔比 
（付加系） 
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図 21 最大応答値（オイルダンパー＋ギャップブレース設置） 

図 20 オイルダンパーとギャップブレースを併用したモデル概要
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のであるため，本検討では，最大加速度の急激な増大を免れたと考

えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. まとめ 

 本論文では，既存超高層建物に対する制振改修上の制約条件と変

形制御機構の剛性低下およびギャップ間隔増大を考慮したオイルダ

ンパーと変形制御機構（ギャップブレース）を併用した制振改修設

計法の提案をし，その検証を行った．以下に得られた知見を示す． 

 超高層建物は，入力地震動の応答スペクトルの概形が似てい

たとしても，各モードの応答が大きくなる時刻が異なる．その

ため，高次モードの影響により，最大層間変形角の高さ方向分

布は地震動により異なる． 

 本論文で提案するダンパー設置制限を考慮したオイルダンパ

ーによる制振設計法は，大振幅地震動に対しても全層概ね目

標層間変形角以内に収めることができ，さらに，非制振モデル

の検討対象地震動入力時の最大層せん断力の包絡値を設計外

力分布として用いると，より大きな制振効果が得られる． 

 ギャップブレース設置前後で最大層せん断力が変わらないと

仮定して目標層間変形角を満たすように部材系の剛性値やギ

ャップ間隔を算定し，オイルダンパーと置換する手法を提案

した．オイルダンパーとギャップブレースを併用した制振構

造は，オイルダンパーのみの制振構造と比べてより大きな最

大層間変形角低減効果が得られることを示した．また，ギャッ

プブレース設置による最大加速度増大の程度も比較的小さい． 

本論文は既存高層建物の 1 例を対象とした制振改修設計であり，

その可能性を示したものである．今後の展望として，様々な建物や

地震動に対して本論文の制振改修設計法を適用し，本手法が有用と

なる適用範囲などの検証があげられる． 
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附録 A 文献調査結果に基づく検討対象モデルの構造特性検証 

 附図 1 に 1980 年代以前の高層建物を対象とした文献調査結果 22)

より得られた設計用ベースシア係数 bC と本論文で用いた解析モデ

ル（非制振モデル）の許容応力度時ベースシア係数 bC の 1 次固有周

図 23 加速度とギャップブレース水平力の時刻歴（25，26 層）
（Kgi/Kfi = 3.0，ART KOBE-T） 

(a) 26 層（最大加速度発生時刻：35.85 s） 

(b) 25 層（最大加速度発生時刻：35.84 s） 

26 層のギャップブレースの 

衝撃による増大 

25層のギャップブレースの 

衝撃伝播による増大 

システムの加速度時刻歴 ギャップブレースの水平力時刻歴
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期 1T との関係を示す．なお，図中の実線は標準せん断力係数，破線

は高層建築技術指針 23)の基準である 11 36.0,18.0 TTCb  の関係を表

す．図より，非制振モデルの許容応力度時ベースシア係数は

4.0~3.00 C の範囲に存在し，高層建築技術指針の基準を満たすこ

とがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

附録 B 文献 8)の分配式を用いた場合の制振改修設計 

附図 2 に文献 8)の分配式を使用したときの必要ダンパー量 diK  の

高さ方向分布を示す．附図 2(a)に初期分配時の，附図 2(b)に 0diK

の層を 0diK としたときの，附図 2(c)に設置上限 diK  を満たすよう

に全層一定の割合で減少させたときの， diK  の高さ方向分布を示し，

その値や推移を検討する．附図 2(a)に示すように，非制振モデルは

剛性分布のバラつきが大きい．文献 8)の手法を用いる場合， 0diK

の層を 0diK としたとき（附図 2(b)）も他層の diK  は変動せず，上

限値以内に収めるために全層一定の割合で低減させことになる（附

図 2(c)）．そのため，附図 2(c)の状態で     222.022  ifiidi hKhK とな

り， 336.0 fd KK を下回った．これは，分配後の多質点系と設計し

た 1 質点系の減衰定数  が一致していないことを意味する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附録 C 任意ダンパー量算定式の導出 

 本手法のオイルダンパーによる制振設計の場合，ダンパー量 diK 

を層剛性非比例分配する層に対し，分配された diK  から得られるダ

ンパーの粘性係数 diC を基にダンパーのリリーフ荷重 dyF を算出し，

その値に応じて製品ダンパーを選定している．一方，任意のダンパ

ー量 op,diK  を与える層に関しては，式(20)をもとに， op,diK  を算定する

必要がある．以下に式(20)の導出を示す． 

 リリーフ付きオイルダンパーの力‐速度関係は次式で表される． 

dyididididyi uNCNF cos  (A1) 

ここに，i は層番号を表し， dyiF はリリーフ荷重， diN はダンパー数，

diC は粘性係数および dyiu はリリーフ速度を表す．さらに， dyiu につ

いて次式が成立する． 

 

eqdyidyi uu   (A2) 

ここに， dyu はリリーフ粘性変形， eq は等価円振動数である．オイ

ルダンパーによる制振設計は，非制振時と制振時の円振動数が概ね

等しくなるため feq   とすれば，式(A1)の右辺および式(A2)より，

次式を得る． 

dyidifdyidididyididi uKuNCuNC op,   (A3) 

上式の最左辺と最右辺の関係式を式(A1)に代入すれば，次式を得る． 

dyidididyi uKNF op,cos   (A4) 

上式を op,diK  について解くと，本論中の式(20)が得られる． 

 

附録 D 本手法を用いた制振改修設計の詳細 

 3.6 節に示すように，本手法でダンパー設置位置を制限した制振

改修を行うと，概ね目標層間変形角 max （=1/100 rad）以内に収める

ことができるが，局所的にみれば 1/100 rad.を超えた層が生じること

がわかった．本手法を詳細に確認することで，この現象を考察する． 

 附図 3 に diK  の高さ方向分布の推移を示す．なお，示す形式は附

録 B と同様である．本手法での diK  初期値算出は文献 7)と同様であ

る．本論中の式(19)を用いれば，負の diK  を 0diK としたとき，他層

の diK  も再分配される（附図 3(b)）．さらに，上限値を設けて再分配

を行うため，分配後の多質点系と 1 質点系の減衰定数  が一致し，

    336.022  ifiidi hKhK （ 336.0 fd KK ）となるが，附図 3(a)(c)の

比較より，初期値の段階で，本来より多くの diK  が必要であった層

が，最終的には上限値のために非常に小さい diK  になっていること

がよみとれ，その層で最大層間変形角 max,iR が 1/100 rad を超えた．

つまり，十分な減衰付与によって max,iR の全層平均 1/100 rad 以内に

なるという十分な全体変形の制御ができている（附表 1）一方で，

局所的には本来必要な diK  を満たしていないため，その層で max,iR が

1/100 rad を超える結果となったと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附図 1 非制振モデルの固有周期とベースシア係数の対応
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(a) 初期値 (b) 負の値の層に 
 

(c) 分配後 

附図 3 本手法を用いた場合の必要ダンパー量分布

19009Kdi  kN/cm 14296Kdi  kN/cm

6500Kdi  kN/cm

附表 1 全層平均最大層間変形角一覧 

地震動 Ai分布 応答解析結果包絡値
OS2-T 0.0076 0.0076

ART KOBE-T 0.0083 0.0082

全層平均最大層間変形角(rad.)

(a) 初期値 (b) 負の値の層に 
 

(c) 全層一定低減後 

附図 2 文献 8)の手法を用いた場合の必要ダンパー量分布

6500Kdi  kN/cm
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付録 E BD モデルに様々な地震動を入力したときの応答結果 

ART KOBE-T に対して設計したギャップブレースが他の地震動に

も有効に作用するかどうかを確認する． 

附図 4 に OS2-T を入力したときの最大層間変形角 BD
iR max, ，最大加

速度 BD
iA および最大層せん断力 BD

iQ max, を示す．附図 4(a)より，OS2-

T 入力時でも全層 1/100 rad. 以内に収まることがわかる．附図

4(b),(c)より，ギャップブレース設置のために，ART KOBE-T 入力時

と同様に， BD
iA max, は

D
iA max, よりも少し増大し， BD

iQ max, と
D
iQ max, はほぼ

一致する．また，本論で設計したギャップブレースは， 5.0figi KK

のときに部材系のギャップ間隔 ghiu が 1/430 rad.相当の変形であった．

ギャップ間隔が小さいと中小地震動でもギャップブレースが作用し

て応答に悪影響を及ぼす恐れがある．そのため，レベル 2 標準波の

El centro-T（El centro 1940 NS の地盤増幅を考慮した地震波）を BD

モデルに入力し，その応答を確認する．附図 5 に El centro-T の加速

度波形と応答スペクトル，附図 6 に El centro-T を入力したときの

BD
iR max, ， BD

iA および BD
iQ max, を示す．附図 5 より，非制振モデルに入力

すると，本論で使用した大振幅地震動よりも，加速度は大きいが，

変位応答と速度応答が小さくなる地震動であることがわかる．附図

6 より，各種最大応答値で，剛性比の違いにより応答差が生じてい

るが，その差は小さいことがわかる．以上より， 5.0figi KK のギャ

ップブレースはレベル 2 標準波で作用するが，応答にはほとんど影

響を及ぼさないことがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附図 4 最大応答値（オイルダンパー＋ギャップブレース設置）
（入力地震動：OS2-T，Kgi/Kfi=0.5，3.0） 

(a) 最大層間変形角 (b) 最大加速度 (c) 最大層せん断力
（システム） 

DモデルBDモデル  3.0KK figi  BDモデル  0.5KK figi 

DモデルBDモデル  3.0KK figi  BDモデル  0.5KK figi 

(a) 最大層間変形角 (b) 最大加速度 (c) 最大層せん断力
 （システム）

附図 6 最大応答値（オイルダンパー＋ギャップブレース設置）
（入力地震動：El centro-T，Kgi/Kfi=0.5，3.0） 

(a) 加速度波形 

(b) 変位応答 (c) 速度応答 (d) 加速度応答

附図 5 El centro-T の加速度波形と応答スペクトル(h = 0.05)

最大加速度：510 cm/s2 


